
大阪市下水道条例（昭和３５年大阪市条例第１９号）の一部を次のように改正する。

第１８条中第４項を次のように改める。
きょ

４ 市長は、公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分については、次に掲げる

場合を除き、第１項の占用を許可しないものとする。

� 排水施設を固着して設ける場合
きょ

� あらかじめ他の施設又は工作物その他の物件の管理者と協議して共用の暗渠を

設ける場合

� 次に掲げる物件を固着し、若しくは突出し、又はこれを横断し、若しくは縦断

して設ける場合

ア 国、地方公共団体、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項

に規定する認定電気通信事業者その他市規則で定める者が設置する電線

イ 国、地方公共団体、熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）第２条第３項に規

定する熱供給事業者その他市規則で定める者が設置する下水を熱源とする熱を

利用するための熱交換器

ウ ア及びイに掲げるもののほか、公共下水道の管理上著しい支障を及ぼすおそ

れのないものとして市規則で定めるもの

第２３条及び第２４条を次のように改める。

（排水施設の占用に係る調査等）
きょ

第２３条 公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分に第１８条第４項第３号アから

ウまでに掲げる物件を設け、排水施設を占用しようとする者は、あらかじめ当該排

水施設を占用することができるかどうかを確認するための調査を行わなければなら

ない。

議 案 第６７号

大阪市下水道条例の一部を改正する条例案

１



２ 前項の調査を行おうとする者は、申請書を市長に提出してその許可を受けなけれ

ばならない。調査の許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。

３ 管理上支障がないと認めるものについては、市長は、前項の許可をすることがで

きる。

４ 市長は、第２項の許可に下水道の管理上必要な範囲内で条件を付することができ

る。

５ 前各項に定めるもののほか、第１項の調査に関し必要な事項は、市規則で定める。

（排水施設の占用に係る調査の許可の取消等）

第２４条 第２２条の規定は、前条第２項の許可について準用する。

別表第３中

「 「

３，３００円 ４，２００円

５，１００円 ６，４００円

６，９００円
を

８，７００円

３，０００円 ３，７００円

４，８００円 ６，０００円

６，５００円 ８，２００円

」 」

に、

「 「

５，９００円 ７，５００円

２，５００円 ３，１００円

１２０円 １６０円

１８０円 ２２０円

２



別表第４中「及び第１８条第４項」を「、熱交換器及び第１８条第４項第３号ウ」に、

「１，１２６円」を「８７０円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１８条、第２３条及び第２４

条並びに別表第４の改正規定は、平成３０年７月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の大阪市下水道条例（以下「改正後の条例」という。）別

表第３の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の占用許可

２７０円 ３４０円

３６０円 ４５０円

５３０円 ６７０円

７１０円 ９００円

１，２００円 １，６００円

１，８００円 を ２，２００円

３，６００円 ４，５００円

１，８００円 ２，２００円

９８０円 ６６０円 １，１００円 ７２０円

４，０００円 ２，６００円 ５，０００円 ３，３００円

近傍類似の土地の時価

に０．０１２を乗じて得た

額

近傍類似の土地の時価

に０．０１３を乗じて得た

額

」 」

に改める。

３



期間中の占用料について適用し、施行日前の占用許可期間中の占用料の額について

は、なお従前の例による。

３ 改正後の条例別表第４の規定は、平成３０年７月１日以後の占用許可期間中の占用

料について適用し、同日前の占用許可期間中の占用料の額については、なお従前の

例による。

（経過措置）

４ 占用許可期間が１年以内の下水道の敷地に係る占用で、施行日前に許可を受けた

ものに係る占用料の額については、当該許可期間中に限り、なお従前の例による。

平成３０年２月２３日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

下水道の排水施設の占用の許可に関し必要な事項を定めるとともに、下水道の敷地及び排水施

設の占用に係る占用料を改定するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提出す

る次第である。

４



（占用の許可）

第１８条 省 略

２－３ 省 略
きょ

４ 市長は、公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分については、排水施設を
次に掲げる

固着して設

きょ

ける場合、あらかじめ他の施設又は工作物その他の物件の管理者と協議して共用の暗渠を設け

る場合及び国、地方公共団体、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規定

する認定電気通信事業者その他市規則で定める者が設置する電線その他公共下水道の管理上著

しい支障を及ぼすおそれのないものとして市規則で定めるものを固着し、若しくは突出し、又

はこれを横断し、若しくは縦断して設ける場合を除き、第１項の占用を許可しないものとする。

� 排水施設を固着して設ける場合
きょ

� あらかじめ他の施設又は工作物その他の物件の管理者と協議して共用の暗渠を設ける場合

� 次に掲げる物件を固着し、若しくは突出し、又はこれを横断し、若しくは縦断して設ける

場合

ア 国、地方公共団体、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規定する

認定電気通信事業者その他市規則で定める者が設置する電線

イ 国、地方公共団体、熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）第２条第３項に規定する熱供

給事業者その他市規則で定める者が設置する下水を熱源とする熱を利用するための熱交換

器

ウ ア及びイに掲げるもののほか、公共下水道の管理上著しい支障を及ぼすおそれのないも

のとして市規則で定めるもの

５－８ 省 略

第２３条及び第２４条 削除

（排水施設の占用に係る調査等）

第２３条 公共下水道の排水施設の暗
きょ

渠である構造の部分に第１８条第４項第３号アからウまでに掲

げる物件を設け、排水施設を占用しようとする者は、あらかじめ当該排水施設を占用すること

ができるかどうかを確認するための調査を行わなければならない。

２ 前項の調査を行おうとする者は、申請書を市長に提出してその許可を受けなければならない。

（参 照） 傍線は削除�
�
�太字は改正

大阪市下水道条例（抄）

５



調査の許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。

３ 管理上支障がないと認めるものについては、市長は、前項の許可をすることができる。

４ 市長は、第２項の許可に下水道の管理上必要な範囲内で条件を付することができる。

５ 前各項に定めるもののほか、第１項の調査に関し必要な事項は、市規則で定める。

（排水施設の占用に係る調査の許可の取消等）

第２４条 第２２条の規定は、前条第２項の許可について準用する。

別表第３（第２０条関係）

占用物件 単位 占用料

等級

１等 ２等

第１種電柱並びにその支柱及び支線柱 省 略 ３，３００円
４，２００円

第２種電柱並びにその支柱及び支線柱 ５，１００円
６，４００円

第３種電柱並びにその支柱及び支線柱 ６，９００円
８，７００円

第１種電話柱並びにその支柱及び支線柱 ３，０００円
３，７００円

第２種電話柱並びにその支柱及び支線柱 ４，８００円
６，０００円

第３種電話柱並びにその支柱及び支線柱 ６，５００円
８，２００円

省 略 省 略 省 略

公衆電話所 省 略 ５，９００円
７，５００円

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２，５００円
３，１００円

電らん

及び埋

設管類

管路 外径が０．０７メートル未満のも

の

省 略 １２０円
１６０円

外径が０．０７メートル以上０．１

メートル未満のもの

１８０円
２２０円

６



備考 省 略

別表第４（第２０条関係）

外径が０．１メートル以上０．１５

メートル未満のもの

２７０円
３４０円

外径が０．１５メートル以上０．２

メートル未満のもの

３６０円
４５０円

外径が０．２メートル以上０．３

メートル未満のもの

５３０円
６７０円

外径が０．３メートル以上０．４

メートル未満のもの

７１０円
９００円

外径が０．４メートル以上０．７

メートル未満のもの

１，２００円
１，６００円

外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

１，８００円
２，２００円

外径が１メートル以上のもの ３，６００円
４，５００円

その他のもの 省 略 １，８００円
２，２００円

通路、板囲その他これ

らに類するもの

工事用 省 略 ９８０円
１，１００円

６６０円
７２０円

その他のもの 省 略 ４，０００円
５，０００円

２，６００円
３，３００円

建築物 近傍類似の土地の時価に

０．０１２
０．０１３

を乗じて得た額

省 略 省 略

占用物件 単位 占用料

電線、熱交換器及び第１８条第４項第３号ウの

公共下水道の管理上著しい支障を及ぼすおそ

れのないものとして市規則で定めるもの

省 略 １，１２６円
８７０円

７
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